
 

 

 

 

 

 

  第２章 施策の展開方向 

展開方向５ 農村環境の保全管理 
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展開方向５ 農村環境の保全管理  

 

 

 

 

 

（１）地域の共同活動による農地や農業用施設の保全管理 

 

 

・ 農地や農業用施設（用排水路・農道等）の保全に、地域ぐるみで取り組む活動を支援する多面

的機能支払は、取組集落数、取組面積とも増加しており、多面的機能の維持・発揮だけなく、地

域コミュニティの活性化にも貢献しています。 

・ 農村地域では、担い手への農地集積の進展等に伴い、水路や農道等の維持管理に係る農業者の

負担が増加しつつあります。今後も、担い手への農地集積が進むことから、多面的機能支払を活

用し、地域住民全体で保全管理する活動を充実させるとともに、取組面積を拡大していく必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

農業・農村は、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面的機能を

有しており、その恩恵は広く県民が享受しています。多面的機能の維持・発揮のため、農村環境の

保全管理の取組を推進します。 

また、農村地域への定住促進のため農村生活環境の整備や機能保全に取り組むとともに、農業水

利施設を活用した再生可能エネルギーの導入や情報通信環境の整備を推進します。 

現状と課題 

農業・農村が持つ多面的機能のイメージ図  

出典：農林水産省 
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農地維持支払 

 

 

  多面的機能支払の取組内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図2-5-1 多面的機能支払の取組状況】 

 取組面積（ha）及び組織数の推移 

【図2-5-2 多面的機能支払に関するアンケート】 

 （農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献） 

85%の対象組織が本支払の取組が、地域コミュニティ

の活性化に役立っていると回答 

R3年度実施 配布部数1,479、有効回答数1,207組織 

農地維持支払 

資源向上支払（長寿命化） 

水路の江ざらい 水路の草刈り 

景観形成（植栽） 生き物調査 

水路の江ざらいや草刈り等、地

域資源の基礎的な保全活動を支

援 

水路、農道等の軽微な補修や、

生態系保全や景観形成などの農

村環境の保全を図るための活動

を支援 

老朽化が進む農地周りの水路や

農道などの施設の長寿命化のた

めの補修・更新等の活動を支援 

農道の舗装 土水路からコンクリート水路 

資源向上支払（共同活動） 

※農林水産省公表値より 

多面的機能支払交付金の実施状況（農地維持支払の取組状況） 

※平成25年度以前は農地・水環境保全向上対策 
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● 取組面積の拡大 

・ 地域の共同活動を支援する多面的機能支払において、新たに取り組む地域の既存組織への編入、

活動組織の広域化を推進し、取組面積の拡大を図ります。また、活動組織の事務局機能の強化や

農業者以外の多様な主体の参画を図り、持続的な活動を促進します。 

 

● 次世代リーダーの育成・確保 
・ 多様な人材を確保することができる活動組織の広域化や、制度や技術に関する研修会の開催等

を通じた、次世代リーダー等の育成・確保により円滑な世代交代を促します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

《活動組織の広域化のメリット》 

活動組織の広域化には、事務負担の軽減、集落間の情報共有や連

携、資機材の一括購入や共同利用による経費削減、多彩な人材の参

画等のメリットがあり、組織の運営基盤の強化につながります。 

また、新規取組集落においても広域活動組織に加盟することで、

事務局による一括申請や事務支援が得られるなど、個別集落として

活動するよりも取り組み易くなります。 

令和２年度現在、本県の広域活動組織のカバー率は 72.6%で、 

全国１位の広域活動組織数（147組織）となっています。 

また、地域の実情に応じ様々なタイプの広域活動組織があり、今後も拡大が見込まれます。 

 (1)１市１組織型・・・・・・胎内市、新発田市、燕市、見附市、糸魚川市等 

 (2)旧市町村単位型・・・・・南魚沼市 

 (3)学校区型・・・・・・・・長岡市 

他にも、土地改良区型、水系単位型などがあり、全国でも先進的な取組となっています。 

 

 

 

 

 

多面的機能支払制度研修会（R3.2.3） 

対応方向 

広域化 
集落Ａ 集落Ｂ

広域活動組織

農業者

自治会

婦人会

水土里

ネット

ＮＰＯ

農業者

自治会

集落C

農業者

自治会

集落D

農業者

自治会

消防団 PTA 老人会 その他

団体

広域活動組織事務局 ○一括申請 ○事務支援 など

事務経費

広域活動組織事務局の

支援により、集落の事

務負担を軽減 

一般的な

活動組織

水土里

ネット

ＮＰＯ

集落

農業者

自治会

老人会 その他

団体

消防団

婦人会

事務

担当

広域活動組織で除草機械を購入（見附市） 
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（２）生活環境の整備 

 

・ 生活環境整備として、農業集落道、農業集落排水施設*12、防火水槽、消雪施設など、地域の目

指す将来像に向けた整備を進めています。 

・ 農業集落排水施設等の整備が進んできたことから、農業振興地域内の汚水処理人口普及率につ

いては着実に増加しています。（R2：78.1%） 

・ 今後は、新たな整備に加えて、これまで整備してきた農業集落排水施設等の生活環境施設につ

いては、農村人口の減少に伴い、適切な運営管理が困難となっていることや、耐用年数を迎える

施設が増加していることに対応する必要があります。 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●  生活環境整備の推進  

・ 農村集落の定住促進に向けて、地域が目指す将来像のために必要な生活環境の整備を進めます。 

 

● 汚水処理施設の適正な維持管理等 

・ 農業集落排水施設の劣化状況の把握と劣化予測により、適時適切な補修を実施するとともに、

利用者の状況に応じた施設の統廃合による効率的な運営管理を図ります。 

 

*12農業集落排水施設とは、農業用用排水の水質保全、農業用水利施設の機能維持又は農村生活環境の改善を図り、併せて  

 公共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水、汚泥又は雨水を処理する施設のこと。 

71.8 
74.4 

76.7 
78.4 

79.7 
81.3 

82.7 83.7 
84.7 85.5 85.9 86.6 87.2 87.8 88.3 88.8

56.1
61.0

63.7
64.9

66.2
68.6

70.2 71.3
72.9

74.0 74.5 75.8
76.9 78.1

78.1 78.1

50

75

H17年H18年H19年H20年H21年H22年H23年H24年H25年H26年H27年H28年H29年H30年R元年 R2年

（
%
） 県全体

農振地域内

15.7%

10.7%

【図2-5-3 農業振興地域内の汚水処理人口普及率】 

現状と課題 

対応方向 

【図2-5-4 農業集落排水処理場の建設数】 

資料：農村環境課調査 

資料：農村環境課調査 
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【農業集落道】 

 

農村集落の狭い道路

を、拡幅・舗装をし

て、車両通行の利便性

を高めます。 

       

【防火水槽】 

 

消火活動に必要

な防火用水を確

保します。 

【農業集落 

排水処理施設】 

  

し尿・生活雑排水等の

汚水や汚泥等を処理し

て、汚水を浄化しま

す。 

【防護柵】 

 

農業用水路等へ

の転落事故を防

止します。 

処理後 ←  流入汚水 

地下水槽 

農業集落排水事業 山辺里地区（村上市） 

【消雪パイプ】 

 

冬期の車両通行

の利便性を確保

します。 

防護柵の設置 

農村振興総合整備事業 中通地区（柏崎市） 農村振興総合整備事業 堀之内地区（魚沼市） 

農村振興総合整備事業 中通地区（柏崎市） 

農村振興総合整備事業 高田地区（柏崎市） 

家庭のトイレや台所

などから出る汚水を

処理施設に集め、微

生物により有機物

（汚濁物質）を取り

除きます。 

右：流入汚水 

左：処理水 
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（３） 農道橋の保全管理 

 

・ 県営事業等で建設した農道橋（橋長 15m 以上かつ幅員 1.8m 以上）は 234 箇所あり、その管理は

市町村や土地改良区が行っています。 

・ 令和２年度に標準耐用年数を迎えた施設は33箇所（14％）あり、今後もその数が増加する中で、

適時適切に維持管理できるよう、現状の点検や調査を行います。また、施設の履歴や今後の対策を

取りまとめた個別施設計画づくりを進めており、令和２年度までに全箇所が策定済みです。 

・ 老朽化が進んだ施設については、劣化状況の把握や評価を行い、きめ細やかな対策を実施し、施

設の長寿命化を図りながら、地域の経済活動や生活を支える機能を発揮していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 既存施設の長寿命化の推進 

・ 全ての施設で個別施設計画を策定し、随時その充実を図るとともに、個別施設計画のデータベ

ース化により施設管理者と情報共有し、計画に基づく適時適切な維持管理や長寿命化対策を進め

られるよう支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【伸縮装置シール材の劣化】 【打音調査の状況】 

【橋脚のひび割れ】 【主桁側面のひび割れ】 

現状と課題 

対応方向 

【図2-5-5 建設年次別農道橋数の推移】 
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（４）環境への配慮 

 

・ 農村では、営農により二次的自然が形成され、多様な生態系が維持されています。農業生産基

盤の工事による生態系への影響を抑制するため、専門家の助言・指導を仰ぎながら生物多様性の

保全や景観に配慮した整備を進めています。 

・ これまでに各地区で取り組んできた様々な環境への配慮を検証し、今後の事業実施地区におい

て、活用していくことが必要です。 

 

 

● 環境配慮対策の方向 

・ 環境配慮対策において、生態系のネットワークや生き物のライフサイクルを考慮しつつ、ミテ

ィゲーション５原則※13基づいた取組を進めていきます。 

● 効果的な取組の拡大 

・ 地域の特性を活かし、生物多様性の保全や農村景観に配慮した整備を進めるため、これまで実

施してきた対策について事後調査を行い、効果の高い取組を、今後整備する地区において反映し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石積み水路に生息していた生き物 

【石積み水路】（農業用水路） 

石積み護岸の隙間や繁茂した草が、生き物の隠れ場所等になることから、生態系に配慮することができます。 

石積み護岸 

現状と課題 

対応方向 

ゲンジボタル トノサマガエル 

（新潟県：絶滅危惧Ⅱ類） 

ハコネサンショウウオ 

（新潟県：準絶滅危惧） 

 

環境配慮の事例①（中山間地域総合整備事業 上根知地区（糸魚川市）） 

カワニナ 

ホタル 

ホタル 

ホタル 
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*13 ミティゲーション５原則とは、環境への影響を緩和等する行為の原則。代償（置換又は供給により影響を代償）、修正（与

えた影響を修復・修正）、最小化（制限により影響を最小化）、 軽減（一時的に影響を軽減）、回避（実施せずに影響を回

避）がある。 

*14ビオトープとは、生物の生息空間のこと。 

【トキの餌場づくりの事例（佐渡市）】 

 

トキの餌となるドジョウなどの生息場所を確

保するため、ドジョウが生息する上流部のため

池と用水路、水田の連続性を確保して、水田内

では江（水田ビオトープ*14）を設置するなど、

生態系のネットワークを形成するとともに、水

田におけるドジョウの生息環境を整備していま

す。 

 

 

 

【生態系ネットワークのイメージ】 

【トキが水田で餌を探している様子】 

冬期 

環境配慮の事例②（佐渡市 トキの餌場づくり） 

構造図 

江 

【江について】 

水田に「江」を作ることにより水を溜め、中干し期に

は生き物の退避場所となります。 
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（５） 再生可能エネルギーの普及 

 

・ 農村地域には、太陽光や風力のほか、農業用水やバイオマス等、エネルギーとして活用できる

資源があります。 

・ 本県では、これまでに、農業水利施設を活用した再生可能エネルギーを導入した施設として、

11箇所（小水力７箇所、太陽光発電４箇所）が稼働しています。 

・ 進行する地球温暖化への対応として、持続可能なエネルギーの供給を拡大するうえで、農業水

利施設を活用した再生可能エネルギーの導入を推進する必要があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

● 再生可能エネルギーの導入推進 

・ 小水力発電については、非かんがい期の発電用水確保の可能性などを踏まえ、採算性の見込ま

れる箇所について、導入に向けた検討を進めます。また、太陽光発電については、低コスト化が

期待される次世代太陽電池等の最新技術の動向などを踏まえ、検討を進めます。その上で、先進

的な取組事例を施設管理者に情報提供等を行い、再生可能エネルギー導入を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

現状と課題 

小倉小水力発電所 水車、発電機他 

【施設概要】 

位置：新潟県佐渡市        最大出力： 184kW、年間発電可能量 ： 794,000kWｈ  
最大使用水量： 0.4m

3
/s、有効落差： 59.8m    造成事業名：地域用水環境整備事業（佐渡地区） 

運転開始：平成 29 年 4月～ 

小倉ダム 

導

水

路

→ 

発電所 

【施設概要】 

位置：新潟県新潟市江南区 

最大出力： 368kW、年間発電可能量 ： 368,000kWｈ  

敷地面積： 約 3,000 ㎡ 

造成事業名：農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（亀田郷地区） 

小松堀太陽光発電所 

【事例① 小倉小水力発電所 ～ダムの落差を有効利用～】 

有効落差 

59.8m 

【事例② 小松堀太陽光発電所 ～排水路敷地を有効利用～】 

対応方向 

資料：新潟県調査 資料：新潟県調査 

【図2-5-6農業水利施設を活用した小水力発電所の稼働数等】 【図2-5-7農業水利施設を活用した太陽光発電所の稼働数等】 
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（６） 情報通信環境整備の推進 
 

 

・ 農村地域では、近年、担い手への農地集積の進展、土地改良区の組合員の高齢化・減少等に伴

い、農業農村インフラの管理体制の脆弱化や農業生産における労働力不足等が深刻化しており、

情報通信技術の活用による管理の省力化・高度化を図る必要があります。 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の教訓を踏まえ、農村の価値が再認識され、地方移住への関心

が高まっており、農村に安心して住み続けられる条件として情報通信環境の重要性が高まってい

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

● 農業農村における情報通信環境整備の推進 

・ 情報通信技術を活用した先進的取組事例を市町村や土地改良区に情報提供等を行い、農村地域

における光ファイバ、無線基地局等の情報通信環境の整備を推進し、農業水利施設と営農のスマ

ート化や地域活性化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

《関連する事業》 
 ・多面的機能支払交付金 ・農業集落排水事業  ・地域用水環境整備事業 ・農山漁村振興交付金 等 

 

現状と課題 

対応方向 

農業水利施設の監視 農泊（Wi-Fi） リモートオフィス 

資料：農研機構 

【図2-5-8 ICTを活用した水管理の労働時間 

の調査結果（田植～収穫）】 

【情報通信環境の活用事例】 

資料：内閣府「第４回新型コロナウイルス

感染症の影響下における生活意識・行動の

変化に関する調査」(R3.11) 

労働時間 

【図2-5-9 新型コロナウイルスの影響による 

地方移住への関心の変化（東京圏在住者※）】 

※試験水田では、ICTを活用した遠隔・自動 

給排水システムによる水管理を実施 

※東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 
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【トピックス⑧】 
 
 

新潟県発 「田んぼダム」 ～自主的な防災の取組～ 
 

近年、ゲリラ豪雨など局所的豪雨が頻発し、農地や農村集落の湛水被害等が多発しています。 

田んぼの水を貯める機能に着目して「下流域の湛水被害を未然に軽減できないだろうか？」とい

う発想から新潟県村上市で生まれたのが「田んぼダム」です。 

平成14年度の取組面積約 500haから、令和２年度は、17市町村、約15,000haに取組が拡大して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主防災の取組みである「田んぼダム」は田区排水桝に調整装置を設置し、排水量を少し抑える

だけの簡単な仕掛けで取り組めます。 

【設置、維持管理費用については多面的機能支払制度の活用が可能です。】    

 

田んぼ１枚１枚の貯水量は小さいですが、広いエリアで取り組めばその効果は大きく、大雨時に

一時的にダムのような役割を果たします。  

 

「田んぼダム」は目的とその実施について関係農家の合意があって初めて成り立つ取組です。導

入に当たっては、地域内で目的を共有し、話し合いにより合意形成を図ることが大切です。 

 

 

 

【イメージ図、写真】 排水孔を小さくし、少しずつ流すことで排水路へ一気に流れ込むことを防ぎます。 


